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新潟市の地域特性 
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新潟市の地域特性 

■ 近隣１４市町村との広域合併を経て，本州日本海側 
  初の政令指定都市へ移行。 

■ 江戸時代から新潟にある「自治・自主・自立」の気風に 
  根ざした地域力・市民力。 

■ 国内最大の水田面積を持つ大農業都市。 

■ 江戸時代からの物流拠点「新潟湊」の機能。開港５港の 
  一つとしての拠点性。 
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広域合併，政令指定都市移行 

■ 平成の大合併（平成１３～１７年）により新・新潟市誕生。 

新潟市・黒埼町・新津市・白根市・豊栄市・小須戸町・横越町・ 
亀田町・岩室村・西川町・味方村・潟東村・月潟村・中之口村・巻町 

■ 平成１９年，本州日本海側初の政令指定都市へ移行。 

■ ８つの行政区を設置。 

人口：８１万人。面積：７２６ km2 。職員：７，８００人。 

北区，東区，中央区，江南区，秋葉区，南区，西区，西蒲区 
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大農業都市 

■ 水田耕地面積，水稲収穫量，米産出額，認定農業者数 
  全国第１位。 

 （Ｈ２４耕地面積統計調査） 

  ：１４６，６００ｔ（Ｈ２４作況調査） 

   ：３７１億円（Ｈ１８） 

 （Ｈ２５） 

■ 水稲，だいこん，かぶ，ねぎ，すいか，枝豆，レタス，梨， 
  もも，ぶどう，チューリップの出荷量 新潟県内第1位。 

■ 食料自給率 政令市中第1位。 

 （Ｈ１７） ※カロリーベース 
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拠点性 

■ 物流・エネルギー基地である日本海側の国際拠点港湾・ 
  総合的拠点港「新潟港」。 
  本州日本海側貨物取扱量 全国第１位。 

 /Ｔ（Ｈ２３港湾調査） 

■ 高速道路の結節点（関越道・北陸道・磐越道・日東道）。 
  高速道路延長 政令市中第1位。 

 （Ｈ２４大都市比較統計年表） 

■ 東アジアと直結する国際空港「新潟空港」。 

■ 上越新幹線により首都圏に２時間で直結。 

■ ３．１１大震災時，最大の救援拠点として機能。 
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地域力・市民力 

■ 自治会加入率 政令市中第２位。 

 （Ｈ２５指定都市地域振興主管者連絡会議資料） 

■ １世帯当たり人員は減少傾向にあるものの，全国平均を 
  上回っている。 

 
  ３．３７人（Ｓ６０国勢調査）   → ２．６０人（Ｈ２２国勢調査）  

 
  ３．１９人（Ｓ６０国勢調査） → ２．４６人（Ｈ２２国勢調査） 

■ 年々上昇する自主防災組織結成率。 

 
  ５０．０％（Ｈ１８） → ８２．７％（Ｈ２４） 

8 



合併から政令市へ 
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合併から政令市へ 

巻町と合併 平成１７年１０月 

新津市・白根市・豊栄市・小須戸町・ 
横越町・亀田町・岩室村・西川町・ 
味方村・潟東村・月潟村・中之口村 

 黒埼町と合併 平成１３年 １月 

１２市町村との大合併 平成１７年 ３月 

  人口：５０万人→８１万人 
  面積：２００km2 →７２６km2 

  職員：５,２００人→７,８００人 

■ 広域合併の概要 
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合併から政令市へ 

※人口，面積：平成12年国勢調査数値，職員数：平成16年4月1日現在，議員定数：平成16年12月31日現在。 

市町村 人口（人） 面積（㎢） 職員数（人） 議員定数（人） 

新潟市 
（黒埼町） 

527,324 231.91 5,198 52 

新津市 65,860 78.28 526 26 

白根市 40,012 77.06 398 22 

豊栄市 48,997 76.85 501 22 

小須戸町 10,454 16.91 114 16 

横越町 10,795 23.62 115 18 

亀田町 32,061 16.82 287 22 

岩室村 10,042 36.11 122 16 

西川町 12,365 24.76 90 20 

味方村 4,805 14.44 58 14 

潟東村 6,454 23.96 63 16 

月潟村 3,831 9.04 58 14 

中之口村 6,483 20.16 90 16 

巻町 29,486 76.14 407 20 

■ 広域合併の概要 
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合併から政令市へ 

■ 広域合併の概要 
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２００７年４月 

合併から政令市へ 

８つの行政区が誕生 

本州日本海側初の 
政令指定都市に移行 

■ 政令市への移行 
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合併から政令市へ 

■ 政令市への移行 

■ 旧市町村と区の構成 

出典：新潟市都市政策研究所「研究活動報告書２０１２」                                         14 



合併から政令市へ 

■ 政令市への移行 

出典：新潟市都市政策研究所「研究活動報告書２０１２」                                         
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「大きな区役所」 と 「小さな市役所」 

大きな区役所 
●区民の意見・要望を区の施策に反映 
 ⇒ 企画政策部門の設置 

●区役所が独自に考え判断 
 ⇒ 組織・人事・予算の区長権限強化 

●区民の利便性向上 
 ⇒ 大括りな組織によるﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ 

●区民の要望に即応 
 ⇒ 産業・建設部門等のある大区役所制 

小さな市役所 
●都市間競争を勝ち抜く戦略本部機能 
 ⇒ 全市的な企画等に特化 

●戦略的な政策決定の迅速化 
 ⇒ 組織のフラット化（局制の廃止） 

●区のバックアップ機能 
 ⇒ カウンターパートの明確化 

合併から政令市へ 

 

 

行財政の効率化を土台として， 

■ 行政区の基本的な考え方 
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合併から政令市へ 

区役所組織 本庁組織（内部部局） 本庁組織（機関） 主な担当分野 

地域課 
地域・魅力創造部 東京事務所 総合計画，政策調整，特命事項，広報 

文化観光・スポーツ部 美術館 文化政策，観光政策，スポーツ振興 

市民生活部 消費・ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 区政推進，協働，住民基本台帳，戸籍，消費生活 
区民生活課 環境部 清掃センター 環境保全，廃棄物処理 

福祉部 児童相談所 社会福祉，介護保険，国民健康保険 
健康福祉課 

保健衛生部 保健所 保健衛生 

産業振興課 
経済部 航空産業支援ｾﾝﾀｰ 産業政策，商業振興，企業誘致，雇用対策 

農林水産部 中央卸売市場 農業，林業，水産業 

建設課（※1） 

都市政策部 駅周辺整備事務所 都市計画，市街地開発，交通，都市景観，港湾，空港 

建築部 住環境，建築指導，公共建築 

土木部 東・西土木事務所 道路，公園 

総務課 
危機管理防災局 危機管理，防災 

総務部 職員研修所 庁舎管理，組織，人事，法務，IT推進 

（税務課 ※2） 財務部 市税事務所 予算，契約，用地取得，財産管理，税務 

（下水道課 ※3） 下水道部 東・西下水道事務所 下水道 

― 教育委員会 公民館，教育支援ｾﾝﾀｰ 教育 

※1：平成21年度より，本庁より業務移管（市道・公園の維持）。平成24年度より，本庁より業務移管（市道・公園の整備）。 
※2：平成24年度より，廃止。本庁組織（市税事務所）へ再編。 ※3：平成27年度より，廃止。本庁組織へ再編。  

■ 区役所と市役所の主な組織の対応関係 
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合併から政令市へ 

区役所 出張所 連絡所・行政サービスコーナー 

北区（旧豊栄市役所） 北出張所（旧新潟市地区事務所） 

南浜連絡所 
濁川連絡所 
早通連絡所 

東区（旧新潟市地区事務所）※ 石山出張所（旧新潟市地区事務所） 
大形連絡所 
山の下行政サービスコーナー 

中央区（新潟市役所内） 
東出張所（旧新潟市地区事務所） 

南出張所（旧新潟市地区事務所） 

入舟連絡所 
関屋行政サービスコーナー 

江南区（旧亀田町役場） 横越出張所（旧横越町役場） 

曽野木連絡所 
両川連絡所 
大江山連絡所 
亀田行政サービスコーナー 

 秋葉区（旧新津市役所） 小須戸出張所（旧小須戸町役場） 新津行政サービスコーナー 

南区（旧白根市役所） 
味方出張所（旧味方村役場） 

月潟出張所（旧月潟村役場） 
― 

西区（旧新潟市地区事務所） 
西出張所（旧新潟市地区事務所） 

黒埼出張所（旧黒埼町役場） 

赤塚連絡所 
中野小屋連絡所 

西蒲区（旧巻町役場） 

岩室出張所（旧岩室村役場） 

西川出張所（旧西川町役場） 

潟東出張所（旧潟東村役場） 

中之口出張所（旧中之口村役場） 

― 

■ 各区における主な機関の設置状況 

18 ※東区役所は，平成23年10月，現在の場所（旧商業施設）へ移転しています。 



合併から政令市へ 

１ 組織編成権と人事権 

  区役所内部の課未満の組織編成と人事異動の 
  権限を区長に付与。 

２ 予算（区本配当予算を充実） 

  区役所が市民の声に迅速かつ柔軟に対応する 
  ことができよう，本庁の所管部署を通さず直接区役 
  所に配分する予算を充実。 

【新たな予算制度の創設】 
 ■ 特色ある区づくり予算 

   区の伝統，風土を守り育てる取組や区の課題解決に向けた取組など特色ある区づくりに 
   向けた取組については，区役所が直接予算を要求。 
 ■ 区提案予算制度 

   区民から寄せられたアイディア，要望が市政に反映できるよう，区が所管部局に予算要求 
   （編成）を求めることができる制度を創設。 

■ 区長への分権 

  18年度：  1,396百万円（対予算総額 0.5%）→ 19年度：17,323百万円（対予算総額 5.2%） 
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合併から政令市へ 

１ 区自治協議会の設置 

２ 地域コミュニティ協議会の結成 

  市民と行政の協働によって，住民自治の推進を 
  図るために，地方自治法に基づき各区に設置。 

  市民が主体となって地域課題に取り組んでいく 
  ことを目的に，小学校区単位を基本として全市域に 
  地域コミュニティ協議会を結成。（平成27年4月現在 99） 

地域コミュニティ協議会 

市 民 団 体 

公 共 的 団 体 

Ｎ  Ｐ  Ｏ 

区
自
治
協
議
会 

市
長
・
区
長 

連携 

協働 

参画 

■ 住民自治の確立 
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分権型政令市に向けた取組 
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分権型政令市に向けた取組 

内 部 検 証 

政令市移行後５年を経過した 
政令市にいがたの成果や課題を検証 

本市にふさわしい自治の実現に向けた検討の視点 
「地域内分権」、「住民参画」、「教育委員会」 

（平成24年11月） 

政令市にいがたのあり方検討委員会 （外部有識者） 

  ■内部検証への意見   ■あり方に関する提言 

■ 政令市移行後５年の検証 
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分権型政令市に向けた取組 

■ 【参考】政令市にいがたのあり方に関する提言 

■ 政令市にいがたの都市像と拠点化戦略 

■ 行政区による主体的なまちづくりと分権型政令市としての組織戦略 

個性的で持続可能な暮らしやすい大都市として，世界の大都市モデルとなるような力強い都市像を示すこと 
東日本大震災で再認識された本市の拠点機能，バックアップ機能を今後も強く打ち出すこと 
これまでの取組を発展させ，都市としての成長を市民が実感できるよう具体的な工程を示した戦略を示すこと 
他の自治体との都市間連携・広域ネットワークを構築すること 

■ より個性的で魅力のある，暮らしやすいまちづくりへの挑戦 

■ 市民が主役となる自治の実現 

各行政区・区役所が主体となった魅力あるまちづくりを進め，地域の独自性を発揮していくこと 
区役所と本庁の役割・機能の再整理，そのうえでの区役所への権限・財源の一層の移譲，各区が協議・調整 

  できる仕組みづくりが重要であること 
住民自治強化の観点から，区長の選任など，区政・区役所運営のあり方を検討すること 
教育委員会など行政委員会についても，区役所への分権化に対応した形で再編を検討すること 

区自治協，地域コミ協，ＮＰＯなどの役割がますます重要になるとの認識のもと，地域活動や住民自治の責 
  任ある担い手の育成，ノウハウを蓄積できる環境づくりが必要であること 
市民が参画する領域の拡充や，担い手づくりのため，市民が市政参画・協働の経験を通して学び合う場を提 

  供すること 

政令市移行時に事務・権限が移譲され，本市が一元的に行政サービスを提供できるようになったことによる 
  効果については，一定の評価 
今後も，自立度の高い市政運営を実現し「さらなる効果」を市民が実感できるようにすること 
本市がより個性的で魅力ある，暮らしやすいまちを目指し，特区制度なども活用して，様々な分野で本市が 

  最先端都市となり，その姿を内外に示していくこと 
23 



区 

政 

の 

創 

造 

■ 区役所に権限と財源をさらに移譲 
■ さらに大きくなる区役所の監視機能体制 

■ 地域コミュニティ協議会のさらなる活性化 
■ 区自治協議会や区選出議員を中核に区政への住民参加再構築 

■ それぞれの地域で最適な学・社・民の融合による教育 
■ 学校区における地域と学校の連携 

行政区による主体的なまちづくり 

市民が主役となる自治の実現 

地域で教育に責任を持てる体制の構築 

■ 本市にふさわしい自治の実現に向けて 
  ～地域（区）における自治の深化に向けた検討の視点～ （平成24年12月） 

分権型政令市に向けた取組 
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■ 本市にふさわしい自治の実現に向けて 
  ～自治の深化に向けた制度の選択肢（案）の提示～ （平成24年12月） 

分権型政令市に向けた取組 

１．公募 
２．議会同意を得て選任する特別職 
３．公選 
４．現行どおり 

区 長 

議 会 １．区を単位とする常任委員会の設置 
２．上記を発展した意思決定の場を設置 
３．現行どおり 

教育委員会 １．教育委員会の充実 
 
 
 
２．生涯学習等の市長部局への移管 
３．教育委員会の必置の見直し 
４．現行どおり 

・全区に教育事務所 

・区に教育委員会 
・教育委員に担当区 

地 

地 

地 

地 

地 ：地方制度調査会で議論 ：法改正必要 25 



■ 自治の深化に向けた制度の優先順位を提示 

１．公募 

区の役割強化に伴う「区長の選任方法」 

教育にさらに責任を持てる「教育委員会のあり方」 

２．議会同意を得て選任する特別職 
３．公選 

希望者を募集し選考により市長が任命 

・ 選択肢として確保 
・ 法改正が必要なため 
  制度改正提案 

１．担当区制 

２．区に教育委員会 
３．必置の見直し 

教育委員を増員し担当区を定める 

・ 選択肢として確保 
・ 法改正が必要なため 
  制度改正提案 

分権型政令市に向けた取組 

（平成25年3月）  

※ 議会のあり方については、市が優先順位を提示するべきではない 26 



■ 自治の深化に向けた取組 

区役所の権限・組織 （行政区による主体的なまちづくりの実現） 

■ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進 
■ 新しい視点・発想によるリーダーシップの発揮 
■ 区役所・市役所の連携による区政・市政運営 

区民との協働 （市民が主役となる自治の実現） 

■ 区政・市政への多様な意見の反映 
■ 区自治協議会とのさらなる協働の推進 
■ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進 

■ 教育委員会が説明責任を果たせる体制の構築 
■ 地域との連携による教育の推進 

 （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

教育委員会 （子どもに身近な地域で教育に責任を持てる体制の構築） 

27 



■ 自治の深化に向けた取組 

区役所の権限・組織 （行政区による主体的なまちづくりの実現） 

■ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進 

 （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

区の財源強化 

 課の再編成・名称変更権限を区長に付与（従前は，課未満の再編成権）。【２６年度】 

  専決事項：3億円未満の工事執行，宿泊を伴う出張命令等の服務 
  委任事務：引続き区域内に住所を有する証明，地縁団体の許可・印鑑登録 

 特色ある区づくり予算について，各区20,000千円の基礎部分に加え，人口・面積を指標として 
  算定した額を上乗せして配分（8区合計40,000千円。3,000～8,000千円）。【２６年度】 
   3年を限度としていた各事業については，地域の実情を踏まえ，評価・検証を行った上で，3年 
  を超えて継続することを可能にした。【２６年度】 

 区提案予算制度について，要求スキームを見直し，区長会議で優先度などの検討を行い， 
  その結果を踏まえ，予算編成において区の意向がより反映されるよう制度を変更。【２５年度】 
   区が独自事業を提案できる仕組みを設け，財務部への直接要求を可能にした。【２５年度】 

 道路関係予算について，各区への配分方法を見直し，より区の実情にあった予算執行が可能 
  となるよう，人口・道路面積等を指標として算定した額を配分することとした。【２７年度】 

区の権限強化 

 区長専決権限の付与，区長への委任事務の整理・拡充。【２６年度】 

区の体制強化 
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■ 自治の深化に向けた取組  （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

■ 新しい視点・発想によるリーダーシップの発揮 

■ 区役所・市役所の連携による区政・市政運営 

 ４区において，庁内外から意欲ある人材を区長として公募し，採用・配置（任期３年）。【２６年度】 
 庁外からの公募区長には，専任の副区長を配置。【２６年度】 

 従前の「区長連絡会議」を「区長会議」に改め，区を経営する視点から議論する場として機能を 
  強化。【２５年度】 また，「区長会議」の設置根拠を要綱から規程に位置付けを変更。【２６年度】 

 区・市間の連絡調整を円滑にすること等により，本市にふさわしい区政の実現を図ることを目的に 
  「区における総合的な行政運営の推進に関する規程」を制定。【２６年度】 

公募区長の登用 

 ＜公募区長の登用＞（庁外２名，庁内２名） 

   区：【庁外】国家公務員 :【提案施策】稼げる農業推進事業，保安林を活用した新産業創出事業 

  【庁内】部長級職員 :【提案施策】まちなかの魅力創出事業 

   区：【庁内】部長級職員 :【提案施策】新潟海岸（関屋分水～新川）飛砂対策事業 

  ：【庁外】県立高等学校校長 :【提案施策】地域人材活用事業，食の銘産品PR事業， 
                         障がい者の就労に向けた多元的な支援事業 

区・市の連携強化 

区役所の権限・組織 （行政区による主体的なまちづくりの実現） 
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■ 自治の深化に向けた取組  （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

 市の重要施策にかかる懇談会を継続的に開催（２～３回／年）【２５年度】 

 他政令市との比較で，協働の現状を評価。結果をもとに職員の協働意識を啓発。【２６年度】 

区民との協働 （市民が主役となる自治の実現） 

■ 区政・市政への多様な意見の反映 

市長とコミ協との懇談会 

協働の外部評価 

 ＜評価の概要＞ 

  
  「審査機関への市民の参画」，「NPO等の情報の整備・公開」などの点から評価。  
  ６点満点中3.61点で政令市平均点を1.2点上回る。課題として，審査機関や指定管理者選定等に  
  係る公募委員が不足していることなどが挙げられる。 

◆２５年度：３回（新バスシステム，自治の深化，２０１４年 市の取組） 

◆２６年度：２回（次期総合計画，政令市にいがたマニフェスト２０１４） 

 コミ協との意見交換に加え，多様な区民との意見交換の場を設けるなど，機会を拡大。【２６年度】 

区長との意見交換の場の充実・拡大 
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■ 自治の深化に向けた取組  （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

 自治協広報紙を全区で発行するための予算を確保。【２６年度】 
 自治協委員の任期を通した研修カリキュラムを作成し，段階的なレベルアップを支援。【２７年度】 

区民との協働 （市民が主役となる自治の実現） 

■ 区自治協議会とのさらなる協働の推進 

 コミ協，公共的団体，学識経験者，公募などの自治協委員のうち，コミ協選出委員のみ2回まで 
  再任可とし，また，部会も費用弁償の対象にすることとして，区自治協議会条例を改正。【２６年度】 

 区内の地域活動団体を対象に，自治協がテーマを設定し，地域活動団体から事業募集すること 
  や，自治協と地域活動団体が協働で事業を実施することが可能となるよう運用を変更。【２６年度】 

＜地域とともに今後の区自治協議会のあり方も含めた新たな支援方法を検討＞ 

 区自治協議会会長会議の意見や，区自治協議会会長経験者らの意見なども踏まえ， 
 各区自治協議会で検討。 

自治協活動の支援策 

自治協提案予算の弾力的運用 

自治協活動の周知強化・自治協委員研修会の充実 
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■ 自治の深化に向けた取組  （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

区民との協働 （市民が主役となる自治の実現） 

■ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進 

 自治基本条例の改正及びコミ協に関する要綱の制定により，コミ協の位置付け・役割及び 
  市からの支援を明確化。【２６・２７年度】 
  （自治基本条例に「地域コミュニティ協議会」を明記。要綱で「市が期待する役割」などを明確化。） 

＜地域とともに今後のコミ協のあり方も含めた新たな支援方法を検討＞ 

 
 「基盤強化・活動支援」，「他組織と協力」の観点で検討。 

コミ協活動の支援策 

 ２６年度の地域活動補助金の試行状況などを踏まえ，新たな支援策を実施。【２７年度】 

事業名 事業概要 

コミ協運営体制の強化（拡充） 
事務局員の雇用などができるよう，運営補助を拡充し，自立
に向け支援。 

地域活動補助金（拡充） 
地域課題解決を図る活動に対する補助金。性質別に補助率
を設定（重点：10/10，地域活性化：3/4，地域交流1/2  等）。 

コミ協と地域の連携・活性化事業（新規） 
認知度向上のためのパンフレット作成。経理・法務等専門セ
ミナーの実施。 
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■ 自治の深化に向けた取組 

■ 教育委員会が説明責任を果たせる体制の構築 

 （平成25年度～）  

分権型政令市に向けた取組 

■ 地域との連携による教育の推進 

 教育長を除く教育委員を８人体制とし（３人増員），２人１組で２つの区を担当。「北・秋葉区」， 
  「東・西蒲区」，「中央・南区」，「江南・西区」の４班編成。【２６年度モデル実施，２７年度本格実施】 

 北・江南・秋葉・南・西蒲の５つの区に設置していた教育事務所の業務 （教育相談，就学支援 
  など）に新たな機能（地域との連携業務，区担当教育委員に関する業務）を加え，教育支援セン 
  ターとして全区に設置。各区地域課執務室内などに設置し，教育委員会と区役所との連携強化を 
  図り，地域との連携による教育を推進。【２６年度】 

 区ごとに，区担当教育委員と自治協委員を対象として区教育ミーティングを開催。 
  全市で年１６回開催（年２回／区）。教育委員会制度や地域と学校の連携などについて意見交換。 
                                     【２６年度モデル実施，２７年度本格実施】 

教育委員会 （子どもに身近な地域で教育に責任を持てる体制の構築） 

 中学校区ごとに，コミ協，保護者，学校関係者などを対象として中学校区教育ミーティングを開催。 
  各区３～４校／年として開催。地域と学校の連携などについて意見交換。 
                                     【２６年度モデル実施，２７年度本格実施】 

教育委員の増員・担当区制 

教育支援センターの設置 

区教育ミーティング，中学校区教育ミーティング 
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